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                        【令和6年3月更新】 

 

４９ 退職（辞職） 

 

 

１ 合意解約 

労働者と使用者が、合意によって労働契約を将来に向けて解約することである。申込みと承諾（意思

の合致）により成立する。 

 

２ 辞職 

（１）基本的な考え方 ―退職の自由― 

辞職とは、労働者による一方的な労働契約の解約である。辞職（退職）は原則として自由であり、

使用者の承諾を要しない。これは、憲法で定められた職業選択の自由【憲法第 22 条】及び奴隷的拘

束の禁止【憲法第18条】からの帰結である。  

なお、労働契約締結時に明示された労働条件が事実と相違する場合においては、労働者は即時に労

働契約を解除することができる【労働基準法第15条第2項】。 

 

（２）期間の定めのない労働契約の場合 

正社員のように雇用期間の定めのない労働者は、いつでも解約の申入れをすることができ、退職届

を提出するなど使用者に労働契約の解約を申し入れた場合、申入れの翌日から 2週間を経過すること

で労働契約が終了することとなる【民法第627条第1項】。 

 

 

 

就業規則等で「退職するときは 1か月前までに申し出ること」などと規定されている場合がある。

この場合も民法の規定が優先されるが、円満な退職を希望する場合は、会社側の代替要員の確保や引

継ぎ等に要する期間なども勘案し、就業規則等の規定に基づき会社とよく話し合うことが望ましい。 

なお、就業規則等で極端に長い退職申入れ期間を定めている場合は、労働者の退職の自由が極度に

制限され、公序良俗の見地から無効とされる場合もあり得る。 

 

 

（３）期間の定めのある労働契約（有期労働契約）の場合 

あらかじめ契約期間に定めのある場合、原則、労働者は契約期間中、労務を提供する義務があり、

期間の途中で退職することはできない。ただし、本人が重大な心身の傷病等で労務不能な状態になっ

たこと、家族の介護の必要など「やむを得ない事由」がある場合には契約を解除することができる。

ただし、その事由が労働者側の過失によって生じたものであるときは、労働者は使用者に対して損害賠

償責任を負うとされている【民法第628条】。 

なお、あらかじめ定めた契約期間が1年を超え3年以内の場合は、一定の場合を除き、民法の規定

にかかわらず、1年を超えた日以降はいつでも退職することができる【労働基準法第 137条】。 

 

３ 退職の意思表示 

（１）「退職届」、「辞表」と「退職願」 

労働者からの退職の意思表示は、「労働者が一方的に解約の意思を通告するもの」と、使用者の承

諾を前提条件として「労働者が使用者に合意解約を申し入れるもの」とに区別することができ、一般

に、「退職届」や「辞表」は「一方的な解約の意思を通告する文書」であり、「退職願」は「合意解約

を申し入れる文書」であるとされている。 

労働者に「断固として退職する」という意思があるのであれば、合意解約の申入れと読むことがで

きる「願」ではなく、その意思を明確に記載した「届」として提出することが望ましい。ただし、「退

職届」や「辞表」と書かれていても、実務上、「一方的な解約意思の通告」とはなっていない場合も

見受けられるため、相手方に正確に意思を伝えることが重要である。 

 

就業規則等の退職に関する規定について 
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（２）退職届・退職願の撤回 

   任意退職の意思表示（退職届）は、相手方に到達すればその時点で解約告知効果を発生させ、労働

者はこれを撤回できないと考えられる。 

これに対し、合意解約の申込み（退職願）は、これに対する使用者の承諾の意思表示が労働者に到

達して労働契約終了の効果が発生するまでは、信義に反すると認められる特段の事情のない限り自由

に撤回できるとされている【昭和自動車事件 福岡高判 昭53.8.9】。 

合意解約の申込みについては、申込みを受けた役職者が退職について単独で承認を与える権限を持

っていたかどうかが争われることもある。判例では、人事部長の職にある者が退職願を受理したこと

をもって雇用契約の解約申込みに対する即時承諾の意思表示がされたものというべく、これによって

本件雇用契約の合意解約が成立したものと解するのが当然であるとされたものがある【大隈鉄工所事

件 最三小判 昭62.9.18】。 

なお、いったん出してしまった退職願を撤回しようとする場合、至急かつ確実な方法（書面等）で

退職願を撤回する意思を伝えなければならない。 

また、以下のような退職の意思表示に瑕疵（法律や当事者の予期するような状態や性質が欠けてい

るなどの欠陥があること) があった場合には、民法の規定に従い、その意思表示の取消しや無効を主

張できる場合がある。 

ア 錯誤【民法第95条】 

自主退職しなければ懲戒解雇されると信じてなされた意思表示は「要素（動機）の錯誤」に該当

するとし、退職の意思表示を無効とした判例がある【富士ゼロックス事件 東京地判 平

23.3.30】。 

イ 詐欺または強迫【民法第96条】 

労働者に対し、懲戒解雇処分や告訴があり得ることを告げ、その不利益を説いて退職届を提出さ

せることは労働者を畏怖させるに足りる強迫行為であるとし、このような場合は瑕疵ある意思表

示として取消しが認められるとした判例がある【ニシムラ事件 大阪地決 昭61.10.17】。 

  ウ 心裡留保【民法第93条】 

心裡留保とは、表意者が表明した意思が自己の真意と異なる意味で相手に理解されることを知り

ながら行う意思表示のことであり、原則として表示どおりの効力を生じるが、民法第 93条ただ

し書の規定により、相手方が表意者の真意を知り、又は知ることができたときは、その意思表示

は無効とされている。労働者が使用者の要請により退職願を提出したが、使用者側も労働者に退

職の意思がないのを承知していた場合に、退職願の意思表示が無効と判断され、退職の合意が否

定された判例がある【昭和女子大学事件 東京地決 平4.2.6】。 

 

（３）不明確な退職の意思表示 

   退職に当たっては意思表示が必要となる。労働契約解消の意思について明確な規範はないが、判例

では「確定的な意思」という表現が用いられることがある。これは、安易に退職の意思を認めず、長

期雇用の利益を放棄してまでも労働契約を解消するという意思を求めるものと解される。 

なお、一応退職の意思表示がなされたといい得る場合であっても、双方にやや感情的なやり取りが

あるなど前後の事情から必ずしもそれが明確かつ決定的でなく、その真意に疑義が残るようなときに

は、就業規則の「退職しようとする時は、事由を詳記した退職願を提出し、使用者の承認を受けなけ

ればならない」旨の規定に照らし、書面による退職願が提出されていない時点では退職の効力は生じ

ていないとされた判例がある【全日本検数協会事件 横浜地判 昭38.9.30】。ただし、労働者の退職

の表明が真意であるか否かを証明するのは困難なことが多く、具体的には諸般の事情から判断しなけ

ればならないとされた判例もある【茨城県貨物自動車事件 最三小判 昭25.7.11】。 

 

４ 退職証明書について 

  労働者が退職するに当たって請求した場合には、使用期間、業務の種類、その事業における地位、賃

金または退職の事由（解雇の場合はその理由を含む）について使用者は証明書を交付しなければならず、

この証明書には、労働者の請求しない事項を記入してはならない【労働基準法第22条第1項、第3項】。 

 なお、例えば退職の理由について、自己都合か会社都合かで労使の意見が異なる場合が考えられるが、
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労働者の要求どおりに記載することまで義務付けられているものではなく、使用者が客観的に認識して

いる事実関係を記載することとなる。 

  

５ 退職後の手続き 

（１）雇用保険（失業等給付）                ［雇用保険については「№45」参照］ 

雇用保険の被保険者が、定年、倒産、解雇、自己都合等により離職し、かつ、被保険者期間等の受

給要件を満たす場合、雇用保険の基本手当（失業等給付）の給付を受けることができる。ただし、こ

の給付は就職しようとする意思と能力を有することを要件とし、求職活動を行わないときや病気やけ

が等ですぐには就職できない場合は給付されない（ただし、最長3年間の受給期間延長措置あり）。 

なお、一定の要件を満たせば健康保険の傷病手当金が受給できたり、失業等給付を受給開始した後

の傷病による就業不能の場合には雇用保険の傷病手当が受給できる場合もある。 

※自己都合退職（正当な理由が認められた場合を除く）や重責解雇の場合は、原則2か月間の「給

付制限」がかかる。 

 

（２）健康保険                     ［健康保険の詳細については、「№46」参照］ 

 わが国は国民皆保険制となっており、退職後も次のいずれかにより健康保険に加入する必要がある。 

  ア 国民健康保険に加入する 

・加入手続･･･離職後 14日以内に、住所地の市区町村で加入の手続きを行う 

イ 退職前に加入していた健康保険に任意継続加入する（加入可能期間は最長で2年間） 

・加入要件･･･資格喪失日の前日までに継続して 2か月以上の被保険者期間があること 

        船員保険又は後期高齢者医療の被保険者でないこと 

・加入手続･･･資格喪失日後 20 日以内に、「全国健康保険協会管掌健康保険」については住所地

の「全国健康保険協会各都道府県支部」に、「健康保険組合管掌保険」については本人の保

険者であった「健康保険組合」に、健康保険任意継続被保険者資格取得申請書を提出する。 

ウ 配偶者等が加入する健康保険の被扶養者になる 

    ・加入要件･･･年収 130万円未満（60歳以上または障がい者の場合は 180万円未満）で、かつ、

被保険者の年収の 2分の1未満であること、被保険者の収入により生計を維持されているこ

となど 

※健康保険組合によっては、他の条件も必要とされる場合があるのであらかじめ確認が必要 

   ・加入手続･･･配偶者等が勤めている会社に被扶養届等を提出する 

 

（３）年金                      ［厚生年金の詳細については、「№47」参照］ 

厚生年金保険の適用事業所を退職し、無職もしくは自営業となった場合は、60歳になるまでは国民

年金に加入しなければならず、住所地の市区町村で国民年金第2号被保険者から国民年金第1号被保

険者への種別変更手続が必要となる。このとき、被扶養者である配偶者がいる場合は、当該配偶者に

ついても国民年金第 3号被保険者から国民年金第 1号被保険者への種別変更手続を行う必要がある。 

また、退職後、会社員である配偶者の被扶養者（国民年金第 3号被保険者）となる場合は、配偶者

の勤務先で扶養の手続を行う。 

 

（４）税金 

年の中途で離職した場合、離職後に会社から源泉徴収票（年末調整未済分）を受け取る（所得税法

第226条の規定により、会社は年の中途で退職した者に対し退職後1か月以内に源泉徴収票を交付す

る義務がある）。この場合、翌年 2 月中旬から 3 月中旬の指定期間内に住所地の税務署で確定申告を

行うか、年内に転職した場合は転職先に源泉徴収票を提出し、合算して年末調整を受けることになる。 

住民税については、「特別徴収」（月々の給与から会社が控除して納付）から「普通徴収」に変更と

なり、住所地の市区町村から送付される納付書により、個人で納付することとなる。 

なお、住民税額は、前年の所得をもとに算定されるため、源泉徴収を行った会社は、税務署への申

告と併せて、従業員が住民票を有する各市町村に「給与支払報告書」を提出しなければならない。 
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６ 退職に当たって使用者から求められる事項への対応 

 

（１）研修費用の返還等（労働契約に係る賠償予定の禁止） ［賠償予定の禁止については、「№2」参照］ 

労働基準法は、違約金及び損害賠償額を予定することを禁止している【労働基準法第 16条】。 

これは、労働者の退職の自由を確保する趣旨である。しかし、技能習得のための費用を使用者が立

て替え、研修等受講後一定期間勤務した場合には、その費用償還を免除する旨の合意をすることがあ

り、このような合意が労働基準法第16条違反とならないかが問題となる場合がある。 

  具体的には、研修等を受けることが労働者の自由な意思に委ねられているか、研修等が業務の一環

と評価できるかにつき、研修終了後の拘束期間などの要素から判断される。 

   

 ア 研修費用等の返還等が無効とされた例 

美容室の従業員が「勝手わがままに」退職した場合には、採用時に遡って 1か月4万円の講習

手数料を支払うという約定について、従業員への指導の実態が一般の新入社員教育とさして変わ

らず、その指導等に要した費用等は使用者として当然に負担すべき性質のものであり、労働契約

とは別にこのような契約を交わす合理性は認めがたいこと、しかも、労働者の退職の自由を奪う

性格を有することを理由として、労働基準法第16条に反し無効であるとされた【サロン･ド･リリ

ー事件 浦和地判 昭61.5.30】。 

 

病院が看護学校に通う看護師見習に就学費用を貸与し、免許取得後3年以上当該病院に勤務す

ればその返還を免除する約定について、同契約の目的、趣旨等からして、本来本人が負担すべき

修学費用を使用者が貸与し、ただ一定期間勤務すればその返還債務を免除するものであれば労働

基準法第16条に違反するものではないが、使用者がその業務に関して技能者の養成の一環として

使用者の費用で修学させ、修学後に労働者を確保するために一定期間の勤務を約束させるという

実質を有するものであれば同条に違反し無効であると解される。また、退職等を理由とする修学

資金の返還を定めた規定が、いわば経済的足止め策として就労を強制すると解されるような場合

は、同法第14条（契約期間の上限＝不当な拘束、強制労働の防止）にも違反するとされた【和幸

会事件 大阪地判 平14.11.1】。 

イ 研修費用の返還が有効とされた例 

  タクシー乗務員として採用された労働者の普通第2種免許取得に係る研修費用（約 20万円）を

会社が立て替えて支払い、出勤率80％以上で2年間勤務すれば返済義務を免責すると定めた約定

について、業務に従事する上で不可欠な資格であり、業務と具体的関連性を有するものではある

が、（ア）免許は個人に付与され退職しても利用できるという個人的利益があることからすると免

許の取得費用は本来本人が負担すべきものであること、（イ）金額が 20万円に満たない額である

こと、（ウ）免責のための就労期間が2年であったことから、雇用契約の継続を強要するための違

約金を定めたものとはいえず、労働基準法第16条違反ではないとして、免許取得直後に退社した

乗務員に対する会社側の研修費用返還請求を認めた【コンドル馬込交通事件 東京地判 平

20.6.4】。 

 ウ 留学費用の返還請求が否定された例 

  海外留学が就業規則としての性質をもつ留学規程に基づく業務命令によってなされ、業務と

関連性の強い専攻を命じられ、留学期間中も業務に従事していたことから、留学終了後5年以

内に自己都合退職した場合の留学費用の返還義務規定は、返還について合意が無い場合には、

留学後の会社への勤務を確保することを目的とし、退職者に対する制裁であるから、労働基準

法第16条に違反し無効とされた【新日本証券事件 東京地判 平10.9.25】。 

 エ 留学費用の返還請求が肯定された例 

社員留学制度で留学する際に締結された「帰国後一定の期間を経ずに退職した場合は費用の

返還を求める」とする契約について、一定期間会社に勤務した場合には返還義務を免除する旨
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の特約付の金銭消費貸借契約と解するのが相当であり、労働契約の不履行によって費用負担が

生じるものではないため、労働基準法第16条に定める違約金の定め、損害賠償額の予定には該

当しないとされた。本事案では、（ア）留学等の業務性を否定し、（イ）返還免除の基準の合理

性が認められ、（ウ）返還額につき留学費用847万円余のうち会社請求にかかる学費に相当する

466万円余全額の返還が認められた。 

 なお、返還額の範囲については、留学費用が相当高額になり得ること、返還を免除される一

定期間の勤務や会社への貢献度について会社と社員との間で認識の違いが生じ得ること等から

すると、信義則によって返還義務の範囲を限定すべき事例はあるとされた【長谷工コーポレー

ション事件 東京地判 平9.5.26】。 

 

（２）社宅の明渡し 

退職後、いつ社宅を明け渡さなければならないかについては、社宅の使用関係が使用貸借【民法第 

593条】に当たるのか、賃貸借【民法第 601条】に当たるのかによって異なる。一般に、無償貸与の

場合は使用貸借であり、有償（社宅の使用料を支払っている）の場合は、賃貸借であるとされる。 

使用貸借に当たる場合は、借主である労働者は、貸主である使用者の請求するときに建物を返還し

なければならず【民法第 597条】、通常は、労働契約終了時に明渡しの義務を負うことになる。 

一方、賃貸借に当たる場合は、借地借家法の適用を受けるため、会社側が解約の申入れをする場合、

正当な理由と 6 か月前に行うことを必要とする【借地借家法第 27 条、第 28条】。仮に、就業規則等

で「退職した場合は2週間以内に社宅を退去しなければならない」等と定めていたとしても、その定

めは借家人に不利な内容のものとして無効となり【借地借家法第 30条】、会社は当該退職者を強制的

に退去させることはできない。 

使用貸借か賃貸借かを判断することは困難な場合もあるが、使用料が「実質的に厚生施設の一助に

資するための維持費の一部に過ぎず、社宅全体の対価でない場合」や「一般の額と比べて、賃料とみ

られないほど定額である場合」は使用貸借であり、借地借家法の適用がないと考えられている【日本

セメント事件 最三小判 昭29.11.16、興国ゴム工業事件 東京地判 昭46.7.19】。 

 

 《「退職代行サービス」について》 

  近年、労働者がパワハラを受けていたり、会社が労働者の意思に反して退職を認めないような場

合において、労働者に代わって退職の意思やその他の意向を会社に伝え、私物の引き取り等の事務

的な手続きを行う「退職代行サービス」事業者が増えている。 

しかし、弁護士以外の者が報酬を得て退職の「意思表示」の代行や退職条件（退職金や残業代の

請求、有休の取得時期の調整など）の交渉を行うことは弁護士法第72条に規定するいわゆる「非弁

行為」に該当する可能性が高く、例え会社側と合意したとしても、弁護士法に抵触する委任契約は

公序良俗に反し無効とされており、業者に罰則が適用されることもある。 

  弁護士以外の者からの退職の連絡は、単なる連絡であって正式な退職の意思表示とはいえないと

も考えられるため、後のトラブル防止のためには、会社はあらためて労働者本人から退職届の提出

を受け、退職条件について、労働者本人と協議・交渉すべきと考えられる。 

  なお、近年では労働組合が退職代行サービスを行い、交渉や未払賃金等の請求を行うケースも増

えてきているが、弁護士とは異なり裁判の代理等までは認められない。 


